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本日お話しする内容

1. ASEANにおける金融包摂の現状と課題

2. デジタル金融包摂に向けた動き

3. クロスボーダーの取り組み
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1．ASEANにおける金融包摂の現状と課題

（1）金融包摂の現状：概要①

◼ 「金融包摂」は、家計や企業による正規の金融サービスへのアクセスと利用と定義され、金融サービス
の①アクセス、②利用状況、③商品・サービスの提供の質---の3つの側面から測定される（IMF[2019]）。

◼ 東南アジア諸国連合（ASEAN）各国の銀行口座保有率は、シンガポールでほぼ100％、マレーシア、タ
イでも9割前後に達する一方、ベトナム、ラオス、カンボジアなどでは3～4割にとどまる。

◼ ASEANでは、基本的な金融サービスにアクセスできない”Unbanked”層と金融サービスが十分に提供
されていない、またはニーズが十分に満たされていない”Underbanked”層を合わせて約7割。

ASEAN諸国における主な金融包摂指標

（注）15歳以上の人口に占める割合。
（資料）世界銀行統計より国際通貨研究所作成

主要ASEAN諸国における金融包摂の実態（2018年時点）

（注）1. 括弧内数字は、18歳以上の成人人口（単位：億人）。2018年時点。
2. ”Underbanked”は、金融サービスが十分に提供されていない（ニーズが十分に満たされていない）こと、

”Unbanked”は、基本的な金融サービスにアクセスできない（銀行口座を持たない）ことを示す。
（資料）Bain and Company, Google and Temasek [2019]より国際通貨研究所作成
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1．ASEANにおける金融包摂の現状と課題

（1）金融包摂の現状：概要②
◼ ASEANの多くの国では、零細・中小企業（MSMEs）が企業数・雇用者数の大きな割合を占めるなど、

極めて重要な役割を担っているが、フォーマルな金融サービスへのアクセスが限られる。

◼ 各国政府・当局は、信用保証や低利融資、信用情報システム、MSMEs向け融資を専門とする金融機
関といった公的金融の制度の整備を推進中。

（資料）ADB[2020]より国際通貨研究所作成

ASEAN諸国における零細中小企業の位置づけ
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ASEANにおける零細・中小企業の金融アクセス改善に向けた主な施策

（資料）ADB[2020]より国際通貨研究所作成

信用保証
MSMEs
向け貸出

義務

低利融資
信用情報

制度・
システム

担保登記

／法律

MSMEs
専門金融

機関

ソフト

ローン

カンボジア （計画中） ● -／- ●

ラオス
（法案

策定中）
● ● 〇／- ● ●

ミャンマー ● ● （整備中） -／- ● ●

フィリピン ● ● ● ● ● ●

ベトナム ● ● ● -／- ● ●

インドネシア ● ● ● ● -／〇 ●

マレーシア ● ● ● ● ●

タイ ● ● ● ● ●

ブルネイ ● ● ● ●

シンガポール ● ● 〇／- ●

銀行信用 公的金融
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1．ASEANにおける金融包摂の現状と課題

（2）金融包摂の課題

金融アクセス上の主な阻害要因

（資料）各種資料より国際通貨研究所作成

◼ 金融サービスへのアクセスを阻害する主な要因は、①物理的問題（遠隔地では銀行の支店やATMの

数が少ない）、②商業銀行における取引コスト、③銀行に対する規制、④取引に必要な情報（身分証明、
財務・信用情報等）の未整備・不足、⑤担保となり得る資産の不足、⑥金融リテラシーの不足など。

供給面 需要面

共通

◼遠隔地や農村部などにおいては、物理
的に銀行の支店やATMの数が少ない

◼取引コスト
◼銀行に対する規制

◼取引に必要な情報（身分証明書、財務・信
用情報等）の未整備・不足

◼担保となり得る資産の不足
◼金融リテラシーの不足

個人

◼取引コスト（口座開設料や最低預入残高、
口座維持手数料等）

◼収入・資産が少なくサービスを利用する必
要がない

企業

（零細・中小

企業）

◼取引コスト（高金利）
◼費用対効果

◼一件当たりの借入額が少なく商業銀行の
融資先となり難い

◼財務管理に関する知識の欠如
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世界の送金コストの推移

世界の送金コスト（送金形態別比較）

2.デジタル金融包摂に向けた動き

（1）概要：デジタル金融のメリット
◼ デジタル金融は、①金融取引コストの低下、 ②高度な解析手法やビッグデータといった革新的な技術

の活用等により、多くの人々の金融システムへの参加が可能に（World Bank[2016]）。

◼ 送金コストは低下トレンド。200ドルを国外に送金するためのコスト（世界平均）は、2013年の10％近辺
から約6％へ低下。特にモバイルを活用した送金コストは3％近辺と半分程度。

（注）200米ドルを送金する際の送金額に対する送金コストの割合。[下図]直近22年は1-6月期平均値。
（資料）世界銀行統計より国際通貨研究所

（注）200米ドルを送金する際の送金額に対する送金コストの割合。

（資料）世界銀行統計より国際通貨研究所作成

シンガポールからASEAN主要国への送金コスト（送金額200米ドルの場合）
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2.デジタル金融包摂に向けた動き

（1）概要

ASEANにおける金融包摂に向けた取り組みの概要

（資料）各種資料より国際通貨研究所作成

◼ ASEANの多くの国々では、政府当局・中央銀行が、金融包摂・デジタル金融サービスの推進に関わる
戦略を策定、法制度や決済インフラの整備、金融リテラシー向上に資するプログラム等を実施中。

シンガポール インドネシア タイ マレーシア フィリピン

金融包摂戦略/構想
「スマート金融センター」

構想（2015年6月）
「2016年金融包摂

に向けた国家戦略」

「金融セクター・マスター
プラン・フェーズⅢ （2016-

2020）」

「金融包摂のための
国家戦略」（2015年）

デジタル戦略
「電子決済社会

（e-payment society）」

構想

「決済システム
ブループリント2025」

（2019年6月）

「国家電子決済
マスタープラン」
（2015年12月）

「デジタル決済変革
ロードマップ 2020-2023」

モバイルで広く利用
可能な送金システム

PayNow
（2017年）

BI FAST
（2021年）

PromptPay
（2017年）

DuitNow
（2018年）

InstaPay
（2018年）

統一QRコード規格 SGQR QRIS THAI QR PAYMENT DuitNow QR QR Ph

国民ID 国家デジタル認証（NDI） 電子住民登録証（KTP-el）
普及推進中

国民デジタルID MyKad PhilSys
（ID登録・発行推進中）

エージェントバンク - 〇 〇 〇 〇

ミャンマー カンボジア ラオス ベトナム ブルネイ

金融包摂戦略
「ミャンマー金融包摂

ロードマップ
（2019–2023）」

「貧困層のための金融アク
セスをより包括的にする」

プログラム

「国家金融包摂戦略」
（2020年2月）

「金融セクター・
ブループリント
2016-2025」

デジタル戦略
「国家決済戦略
（2020-2025）」

「貧困層のための
モバイル・マネー」

プログラム

「2016年～2020年非現金
決済発展のための

スキーム」

「デジタル決済
ロードマップ」

（2018年）

モバイルで広く利用
可能な送金システム

- バコン（CBDC）
（2020年）

- Mobile Money
（試験導入）

-

統一QRコード規格 MMQR KHQR Code Lao QR Code VietQR -

国民ID 国民登録証（NRC）の電子
カードへ移行中

National Identity Card
（普及推進中）

E-IDプログラム
（発行開始）

新IDカード
（2020年9月発行承認）

スマートID

エージェントバンク 〇 〇 〇 - -

「金融セクター・
ブループリント
（2011-2020）」

「金融包摂に向けた
国家戦略2019-2025」
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2.デジタル金融包摂に向けた動き

（2）各国政府の取り組み：シンガポール
◼ シンガポールでは、既に高いレベルでの金融包摂を実現。国際金融センターとしてのさらなる競争力強

化、新興・中小企業、ミレニアル世代、ギグワーカーや外国人労働者など十分なサービスを受けられな
いセグメントのニーズへの対応が残された課題。

◼ 「スマート国家（Smart Nation）」構想（2014年8月）のもと電子決済や国家デジタル認証（National 
Digital Identity: NDI）などを推進。2017年にはスマートフォンを活用した送金システム「PayNow」、
2018年には単一QRコード規格（SGQR）を導入。

◼ 最近ではクロスボーダー決済の効率化に重点が置かれているほか、「スマート金融センター」構想のも
と、シンガポールを国際的なフィンテックのハブとすべく、様々な取り組みを実施中。

シンガポールにおける電子決済インフラ整備

（資料）FintechSingapore等より国際通貨研究所作成

決済システム・手段等 サービス内容

1984年 GIRO （General Interbank Recurring Order） 銀行自動引き落としによる公共料金や家賃等の支払い

1986年 NETS EFTPOS （NETS Electronic Funds Transfer at Point-of-Sale） ATM カードを用いた POSでの支払い

1996年 NETS CashCard 高速道路や駐車場の料金支払い

2002年 EZ-Link Card 公共交通機関での料金支払い

2009年 NETS FlashPay 非接触型の支払い手段（事前にチャージしたうえでコンビニ、スーパー等で決済）

2014年 FAST（Fast and Secure Transfers） 異なる銀行間を含めた銀行口座間での即時決済（個人・企業）

2016年 UPOS（Unified point-of-sale） 1つの端末で全てのカード（クレジットカード、デビットカード、非接触型カード）の決済が可能に

2017年 PayNow 携帯電話番号または国民番号（NRIC）のみで送金が可能に

PayNow Corporate 企業登録番号のみでのBtoB送金

SGQR（Singapore Quick Response Code） 単一QRコードでの決済

2020年 NETS シンガポール・マレーシア間での即時決済やATMでの現金引き出し

Non-Bank FAST 非金融機関の電子ウォレットがFASTおよびPayNowに接続

（クロスボーダー相互運用） シンガポール・マレーシア・タイ間でのQRコードを用いた即時決済

④国際決済の向上

2021年

時期

①インターバンク決済の実現

②公共交通機関のリンク

③即時決済の実現

④相互運用性の向上

2018年
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2.デジタル金融包摂に向けた動き

（2）各国政府の取り組み：マレーシア
◼ マレーシアにおいても、金融インフラの発展や高い銀行口座保有率といった金融包摂の素地は整いつ

つあるが、外国人労働者や農村地帯の人々の金融アクセスの改善などが課題。

◼ 「金融セクター・ブループリント（Financial Sector Blueprint: FSBP）2011-2020）」に基づき、デジタル
化に対応した決済インフラの整備を推進。従来の複数の銀行間決済ネットワークサービスの統合
（PayNet）により即時かつ24時間の口座引き落としや送金が実現。送金サービス「DuitNow」、QRコー
ドの国家標準規格「DuitNow QR」などを段階的に導入。

◼ 今後5年間の金融セクターの発展に向けた「FSBP 2022-2026」でも、さらなる金融アクセスの向上や
金融セクターのデジタル化推進などが優先事項。

（資料）BNM資料国際通貨研究所作成 （資料）BNM資料より国際通貨研究所作成

優先事項 主な内容

1
マレーシア経済変革
のための資金支援

・経済回復の持続
・高所得国への移行促進
・コロナ後の金融仲介機能の強化

2
家計・企業の
財務的な豊かさ

・さらなる金融包摂の実現に向けた金融アクセスの向
上と効果的な利用
・家計と企業の財務面での強化に向けた保護
・利用者とっての公正で責任ある金融システムの形成

3
金融セクターの
デジタル化推進

・将来の鍵となるデジタルインフラの検討（CBDC、ノン
バンクのRENTASへのアクセス、デジタル決済等）
・サイバーセキュリティの強化
・規制・監督におけるテクノロジーの活用

4

環境配慮型経済へ
の移行を促進する
金融システムの確立

・気候変動・環境リスクを加味した規制・監督
・低炭素経済への移行支援
・気候変動リスクを加味した銀行内の機能・運営

5
イスラム金融での主
導的立場の推進

・イスラム金融への国際ゲートウェイとして立場の確立
・効果的な付加価値ベースの金融のための政策支援
・ソーシャルファイナンス

マレーシアにおける主な電子決済手段による1人当たり決済額の推移

の推移（万リンギット）

（年）

（万リンギット）

「金融セクター・ブループリント2022-26」における5つの優先事項
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2.デジタル金融包摂に向けた動き

（2）各国政府の取り組み：タイ
◼ タイでは、全体としてみると金融包摂の水準は高まりつつあるが、低所得者層や農村部などでは依然

インフォーマルなローンの利用が多く、物理的な移動距離などが金融アクセス上の阻害要因。

◼ 政府は、「国家電子決済マスタープラン」 （2015年12月閣議決定） に基づきデジタル化を推進。キャッ
シュレス化と全国民へのフォーマルな金融取引へのアクセスなどが主な目的。

◼ 2017年にリアルタイム送金システムPromptPayをリリース。2018年にはクレジットカード大手5社
（VISA、MasterCard、AMEX、JCB、China Union Pay）と共同でQRコード規格（Thai QR Payment）
を導入。

タイにおける「国家電子決済マスタープラン」における主なプロジェクト

4の最先端技術が

（資料）タイ中央銀行資料より国際通貨研究所作成

分野 主な内容

1 PromptPay
・登録されたID（国民ID、モバイル番号等）を用いた送金
・中小企業やeコマース事業者にとって低コストで便利な
決済手段

2
カードの利用
拡大

・利用可能な店舗の拡大（特に地方、かつ低コスト）
・消費者のカード利用促進（特にデビットカード）

3 e-Tax ・e-Taxシステムを通じたeビジネスの促進
・VAT・源泉所得税の電子化、eTAXインボイス

4
政府給付金支
払いの電子化

・PromptPayを利用した社会給付金の直接支払い
・社会福祉データベースの構築・統合
・政府部門における資金の支払・受取の電子化

5
電子決済促進
のための教育

・電子決済利用促進のためのリテラシープログラム、イン
センティブキャンペーン等の実施

（資料）タイ中央銀行統計より国際通貨研究所作成

（兆バーツ）（兆バーツ）

（年）

（億件） （兆バーツ）

（年）
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インドネシアにおける電子マネー決済額・決済件数の推移

2.デジタル金融包摂に向けた動き

（2）各国政府の取り組み：インドネシア
◼ インドネシアでは、口座保有率は5割程度、銀行の支店・ATMは都市部に多く存在。

◼ 金融サービス庁（OJK）や中銀が戦略を策定し、金融セクターのデジタル化、銀行とフィンテック企業と
の連携、クロスボーダー利用などを推進中。 2019年に統一QRコード「QRIS」、2021年には新決済シ
ステム「BI FAST」を導入、週7日24時間のリテール即時決済が実現。

◼ 2021年2月にOJKが「インドネシア銀行開発ロードマップ2020-2025」を公表、銀行グループの統合や
資本増強、デジタル化、デジタル銀行の導入等により、銀行セクターの競争力強化を目指す方針。

（資料）OJK資料より国際通貨研究所作成

インドネシア金融サービスセクター・マスタープラン（2021-25 MPSJKI）の枠組み

4の最先端技術が
強靭性と競争力の強化

金融サービスセクター

発展のエコシステム
デジタル化の加速

銀行機関の統合・資本増強 中小企業 雇用創出、地域開
発等に関わる金融機関の役割
強化

金融サービスセクターの
DX、イノベーションの加速

ガバナンス・リスク管理・市
場慣行の強化

ハラール産業とシャリア経済エ
コシステムの発展におけるシャ
リア金融の付加価値強化

デジタル金融セクターエコ
システムを支える規制枠組
みの構築

金融セクターの規制・監督
の国際標準・ベストプラク

ティスへの同期化

金融アクセスの拡大・金融リテ
ラシーの向上

デジタル化に対応可能な
人材開発

金融コングロマリットの監督
強化

金融サービスセクターにおける
消費者保護

金融サービスセクターのデ
ジタル変革を支える研究の
役割強化

金融深化 金融サービス庁（OJK）に
よるITベースの法規制

SDGs実現に向けたサステナ
ブルファイナンスにおける金融
サービス業の役割強化

規制・監督の質の向上に
資するビジネスプロセスの
見直し

（資料）インドネシア中央銀行統計より国際通貨研究所作成

（兆ルピア）

（年）

（億件）
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支払い主体別にみたデジタル決済額・件数の推移

2.デジタル金融包摂に向けた動き

（2）各国政府の取り組み：フィリピン
◼ フィリピンにおける銀行口座保有率は5割程度。低所得・貧困層、農村部などを中心にマイクロファイナ

ンスNGO等の役割大。

◼ 2017年以降、「PESONet」（B2B/P2B/P2Gなど）、「InstaPay」（リテール即時決済）、「EGov Pay」（行
政サービス）、全国QRコード標準「QR Ph」などデジタル化に対応した決済システムを整備。

◼ 2019年にマニラ市政府は国内通信大手傘下のモバイルウォレット（PayMaya）と提携し、PayMaya対
応の市民IDカードを通じた給付金の受給が実現。内国歳入庁（BIR）も、PayMayaをデジタルチャネル
として承認し、PayMayaモバイルアプリでの納税が可能に。

フィリピンにおける電子決済件数・決済額の推移

4の最先端技術が

（資料）BSP資料より国際通貨研究所作成（資料）BSP資料より国際通貨研究所作成

（億ドル） （％） （万件） （兆ペソ）
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ベトナム国内決済取引額・件数の推移

キャッシュレス決済に関わる主な数値目標

4の最先端技術が

2.デジタル金融包摂に向けた動き

（2）各国政府の取り組み：ベトナム
◼ ベトナムにおいては、現金決済の習慣に加えて、農村や遠隔地では金融サービスにアクセスできる拠

点や決済インフラの不足などが金融包摂上の主な課題。

◼ ベトナムでは政府主導で官民一体となりキャッシュレスを推進。キャッシュレス推進の軸足は、これまで
の小売分野から教育・医療機関・社会福祉（各種給付金）などにシフト。

ベトナムにおける決済サービス登録企業数の推移

4の最先端技術が2016年～2020年 2021年～2025年

・ 15歳以上の70％が銀行口座
を保有する

・15歳以上の80％が銀行口座を
保有する

・ 現金決済の割合を10％以下に
する

・EC取引のキャッシュレス決済の
利用率を 50％する

・ 全国のスーパーマーケットや
ショッピングセンターでPOSシ
ステムを導入し、100％キャッ
シュレス決済を利用可能とする

・都市部における教育機関の90
～100％がオンラインでの授業料
の支払を可能とする

・ 電気・水道・通信サービス業者
の70％で電子決済を受け入れ
る体制を整える

・都市部における医療機関の
60％で医療費の支払をキャッ
シュレスにする

・ 都市部の50％の個人が電子
決済を利用する

・都市部における年金受給者、社
会保険給付、失業給付の60％が
現金以外の方法で支払われる

（資料）ベトナム国家銀行資料より国際通貨研究所作成 （注）「決済サービス登録企業数」の直近は2022年10月時点。

（資料）ベトナム国家銀行資料より国際通貨研究所作成
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2.デジタル金融包摂に向けた動き

（3）フィンテックの急成長 ①概要
◼ 近年、デジタル金融サービスを手掛けるフィンテック企業が急成長。ASEANではシンガポールがフィン

テックを含むスタートアップの一大拠点。これにインドネシアやマレーシアなどが続く。

ASEAN主要国のフィンテック企業数の推移

（注）直近は2021年9月末時点。

（資料）UOB[2021]より国際通貨研究所作成

（社）

（年）

東南アジアにおけフィンテック企業の資金調達動向
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（注）直近は2021年9月末時点。

（資料）UOB[2021]より国際通貨研究所作成
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2.デジタル金融包摂に向けた動き

（3）フィンテックの急成長 ②サブセクター別内訳（企業数の構成比）
シンガポール タイマレーシア

フィリピンインドネシア ベトナム

（資料）UOB[2021]より国際通貨研究所作成
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主要国におけるオルタナティブ融資プラットフォーム数（2020年） ASEANにおけるオルタナティブ融資マーケットシェア（2020年）

の推移

1人当たりGDPと1人当たり市場規模（2020年） アジア太平洋地域（除く中国）における主な融資形態別市場規模（2020年）

◼ オルタナティブ融資は、オンラインのプラットフォーム上で貸し手と借り手をマッチングさせる融資形態。

◼ ASEANの中ではインドネシアが最大のオルタナティブ融資市場。

2.デジタル金融包摂に向けた動き

（3）フィンテックの急成長 ③オルタナティブ融資市場

（注）MPはマーケットプレイス型、BSはバランスシート型、CFはクラウドファンディング。
（資料）Cambridge Centre for Alternative Finance [2020],より国際通貨研究所作成

（資料）Cambridge Centre for Alternative Finance [2020],より国際通貨研究所作成
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ASEANにおける主要銀行のデジタル化の進捗

伝統的銀行サービスの

デジタル化

高度にデジタル化

した銀行サービス

デジタル銀行

（既存の規制枠組み）

シンガポール

◼ UOB
◼ OCBC

◼ DBS Bank ◼ Digibank（インド、インドネシアで展開）
◼ TMRW（タイ、インドネシアで展開）
◼ Trust Bank（Standard Chartered BankとFairPrice 

Groupが2022年9月に立ち上げ）

マレーシア
◼ Maybank
◼ CIMB
◼ Public Bank

◼ RHB Bank
◼ Hong Leong
◼ AMMB

タイ
◼ SCB
◼ Kasikornbank
◼ Bangkok Bank

◼ KTB
◼ Krungsri

◼ TMRW（シンガポール）
◼ LINE BK（Kasikornbankと共同）

インドネシア

◼ BRI
◼ Bank Mandiri
◼ Bank Central Asia

◼ BNI
◼ BTPN
◼ Bank Danamon

◼ Jenuis （BTPN）
◼ Bank Digital BCA
（BCA）

◼ Digibank（シンガポール）
◼ TMRW（シンガポール）
◼ LINE BK（韓国Hana Bankと共同）

フィリピン

◼ BDO Unibank
◼ MBT
◼ BPI
◼ PNB

◼ RCBC
◼ Security Bank
◼ Union Bank

◼ EON（Union Bank）

ベトナム

◼ BIDV
◼ Vietinbank
◼ Vietcombank

◼ Sacombank
◼ VPBank

◼ VPBank NEO、Cake Digital Bank （VPBank）
◼ Timo
◼ TNEX

（注）『伝統的銀行サービスのデジタル化』は、各国内での濃淡はあるものの、シンガポールのDBS Bankとの相対比較により分類。

（資料）各種資料より国際通貨研究所作成

◼ 近年、商業銀行は、モバイルバンキングやオンライン専用のデジタル銀行の導入などを通じて金融
サービスのデジタル化を推進。フィンテックとの連携の動きも活発化。

2.デジタル金融包摂に向けた動き

（4）既存プレーヤーの対応
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2.デジタル金融包摂に向けた動き

（5）デジタル銀行：概要
◼ 近年、従来の銀行ライセンスに加えて、新たにデジタル銀行ライセンスを交付する動きが相次いでいる。

◼ 主な狙いは、革新的な技術や顧客データを活用した独自の信用リスク分析等により、零細企業や若年
層、ギグワーカーなど、金融サービスへのアクセスが不十分なセグメントに対する低コストでの金融
サービスの提供。

デジタル銀行設立に向けた動き

（資料）各種資料より国際通貨研究所作成 （資料）Singapore Fintech Association [2020],より国際通貨研究所作成

アジアにおける主なデジタル銀行の収益化状況

国名
公表時期／

免許交付時期
概要

シンガポール
2019年6月／
2020年12月

Grab & Singtel、Sea Group、緑地控
股集団を中心とする企業連合、アント
グループの4社に交付済

マレーシア
2020年12月／

2022年4月

Boost Holdings & RHB Bank、GXS 
Bank(Grab-Singtel) & Kuok Brothers、
Sea Limited & YTL Digital Capital、
AEON Financial Service & MoneyLion、
KAF Investment Bankを中心とする企業
連合の5社にライセンス交付

フィリピン
2020年12月／
2021年4月～

9月

海外労働者向けのOF Bank、Tonik
Digital Bank、UNObank、
UnionBank、PayMayaの6社に交付

インドネシア NA

2021年8月に銀行規制を改訂、銀行
免許の枠組みの中で既存の銀行の
デジタル銀行への転換や新規設立を
認める方針

タイ NA

2021年5月にVirtual Bankに関する

報告書を公表。将来的に有望だが、
デジタル銀行の免許発行は一層の検
討が必要と慎重姿勢

企業名

（本社所在地）

創業開始

／黒字化時期
概要

WeBank
（中国）

2014年
／2016年

◼ 小口融資（＋取引量）からの金利収
入が主な収益源

◼ WeChatの膨大な顧客基盤等により
顧客獲得コストの大幅低下を実現

◼ Tencentのエコシステム（ソーシャル
データ）を信用スコアリングに活用

Kakaobank
（韓国）

2016年
／2019年

◼ 2017年時点で個人向けローン分野
ではトッププロバイダー。金利収入
が主な収益源

◼ KakaoTalk（チャットプラットフォー
ム）を通じた顧客獲得コストの低下

◼ Kakaoグループ企業とのエコシステ
ム
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デジタル銀行の概要

2.デジタル金融包摂に向けた動き

（5）デジタル銀行：シンガポール
◼ シンガポール通貨庁（MAS）は2020年12月、 4社・企業連合（21社・企業連合が申請）に新たにデジタ

ル銀行のライセンスを付与。狙いは、新しい革新的な技術や顧客データを活用した独自の信用リスク
の評価などにより、零細企業や新興企業、ミレニアル世代、ギグワーカーや外国人労働者など、これま
で十分な金融サービスが受けられなかったセグメントに対する低コストでの金融サービスの提供。

◼ 2022年6月にGreen Link Digital Bank (GLDB)およびANEXT Bankがそれぞれ零細・中小企業向け
サービスを開始、9月にはGXS Bankなども個人向けサービスを開始。

（注）『緑地控股集団を中心とする企業連合』の他の参加企業は、香港聯易融数字科技（Linklogis Hong 
Kong）、北京協力創成股権投資基金管理（Beijing Co-operative Equity Investment Fund Management）。

（資料）各種報道等より国際通貨研究所作成

デジタル銀行ライセンスの概要

4の最先端技術が

（資料）MAS資料より国際通貨研究所作成

【デジタル・フルバンク】

当初 移行期間

1,500万Sドル 徐々に増加 15億Sドル

預金総額 5,000万Sドル
MASの条件を満た

せば拡大

1人当たり

資本金 地場銀行と同様

流動性 16% 地場銀行と同様

ローン・投資商品
MASの条件を満た

せば制限撤廃
全てのサービスが可能

・物理的な拠点は1ヵ所のみ

・最低預金預入や口座維持手数料無し

【デジタル・ホールセールバンク】

1億Sドル

Sドル個人預金受入不可（25万Sドル以上の定期預金を除く）

企業のの当座預金受入は可能

ホールセールバンクと同様

・物理的な拠点は1ヵ所のみ

資本金・流動性規制

事業の制限

資本金・
流動性規制

地場銀行と同様

事業の制限

・EFTPOSにはアクセスできるがATMや

CDMにはアクセス不可

払込資本金

預金上限

限定デジタル・フルバンク
デジタル・フルバンク

払込資本金

預金上限 制限無し
7万5,000Sドル

銀行名 運営会社 国籍 運営会社の強み・潜在顧客

【デジタル・フルバンク】

GXS Bank (GXS) Grab：60％

Singtel：40％

シンガ

ポール

■配車、食事宅配、携帯通信
■既存の個人顧客、配車の運
転手、宅配の提携先店舗など

Sea Bank Seaの完全

子会社

シンガ

ポール

■オンラインゲーム、Eコマー

ス

■既存の個人顧客、E-コマー

スの提携先企業

【デジタル・ホールセールバンク】

Green Link
Digital Bank (GLDB)

緑地控股集団
を中心とする

企業連合
中国

■中国で培った中小企業向け

融資のノウハウ

ANEXT BANK Ant Group
子会社

中国
■中国で開発した信用評価技
術、「アリペイ」加盟店舗
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デジタル銀行ライセンスの概要

4の最先端技術が

主なデジタル銀行免許申請企業（一部）の概要

2.デジタル金融包摂に向けた動き

（5）デジタル銀行：マレーシア
◼ マレーシア中銀（BNM）も2022年4月末、5社にデジタル銀行免許を公布（40社以上の機関・企業連合が申請）。従来型のデジ

タル銀行3行とシャリア（イスラム法）に準拠したイスラムデジタル銀行2行。

◼ 狙いは、革新的なビジネスモデルによる金融サービスへのアクセスが不十分な人々の支援。応募要件は、金融包摂へのコミッ
トメントのほか、法令順守、実現可能性、金融システムの健全性・安定性等。特定の顧客セグメントを想定した革新的な商品や
親会社の非銀行事業での顧客基盤をベースとするエコシステムなども選考のポイント。

（資料）BNM資料等より国際通貨研究所作成

業種 特徴

デ
ジ
タ
ル
銀
行

Boost （通信大手Axiataの子会
社）とRHB Bankの企業連合

通信、金融サービス、
E-Wallet

◼ 通信に関わる豊富な消費者データ、デジタル世代へ
のアクセス

◼ Boost（60%）とRHB（40%）で新銀行を設立する計画

GXS Bank（GrabとSingtel）、

Kuok Brothers

の企業連合

ライドシェア、フードデ
リバリー、通信、デジタ
ル決済、金融サービス

等

◼ GXS Bankはシンガポールでデジタル銀行免許取得
済み

◼ 東南アジアで6.3億人のユーザーを有する域内の有
力テック企業、スーパーアプリ、消費者のデジタル行
動に関する豊富なデータ

◼ Kuok グループは、マレーシア最大の多国籍コングロ
マリット

Sea とYTL Digital Capitalの企
業連合

オンラインゲーム、EC、
送金、デジタル決済、

ホテル・不動産等

◼ Sea（シンガポールでデジタル銀行免許取得済み）の
子会社ShopeeはECマーケットプレイス大手

◼ YTLはホテル、不動産、テクノロジー、インフラ等

デ
ジ
タ
ル
イ
ス
ラ
ム
銀
行

AEON Financial Service、

AEON Credit Service (M)、
MoneyLionの企業連合

小売・金融

◼ AEON Credit Service(Malaysia)は1996年からマ
レーシアで事業を展開

◼ AEON Financial Service（日本）はコンソーシアムの
60%の株式を保有。日本でイオン銀行を展開

◼ MoneyLionは米国に本拠を置くフィンテック企業。消
費者に融資、財務顧問、投資サービスを提供。共同
創設者の一人がマレーシア人（Chee Mun Foong）。

KAF Investment Bank 金融、投資銀行

◼ フィンテック企業MoneyMatchに投資
◼ KAF投資銀行は1975年以来、投資銀行業務、株式

仲買、イスラム銀行業務、リサーチ、投資ファンド管理、
ファンドアドバイザリー、トラスティサービスなど多様な
サービスを提供

（資料）BNM資料より国際通貨研究所作成

定義

（デジタル銀行/
デジタルイスラ

ム銀行）

創業期
（当初3～5年）

創業期
終了後

最低資本金 1億リンギット 3億リンギット

総資産上限 30億リンギット 制限なし

規制
一部簡素化/

適用除外

地場銀行と

同様

ライセンス料

・ATMネットワークや既存の商業

銀行等のネットワークを利用可能

・管理・苦情対応のために物理的
な拠点（複数）を設置することは
可能（取引は不可）

事業の制限等

■13年金融サービス法（FSA）ま

たは13年イスラム金融サービス

法（IFSA）を順守

■全て（あるいはほとんど全て）の

サービスをデジタルまたは電子
的な手段により実施

・代理店を通じたサービス提供も
可能

年間15万リンギット

・e-SPICK（国家小切手決済機

関）の会員になることも可能
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主なデジタル銀行免許の概要デジタル銀行設立の枠組みの主なポイント

2.デジタル金融包摂に向けた動き

（5）デジタル銀行： フィリピン
◼ 2020年11月にBSPは、「Digital Payments Transformation Roadmap 2020-2023」 に基づき、デジタル銀行の設立に関する

規制枠組みを承認。2021年9月までに国有Landbank傘下のOF Bankをはじめ6行にデジタル銀行免許を交付。

◼ デジタル銀行は、物理的な支店を設けず、デジタルプラットフォーム上あるいは電子的に処理する手段を通じて金融商品や
サービスを提供。デジタルバンクは、既存の銀行に適用されるのと同様のプルデンシャル規制を遵守する。

（資料）BSP資料より国際通貨研究所作成

免許取得時期 特徴

Overseas Filipino (OF) 

Bank

LANDBANKの子会社
2021年4月

◼ 主なターゲットは海外労働者（OFW）
◼ フィリピン郵政貯蓄銀行(PPSB)が前

身。LANDBANKによる買収後、大統
領令に基づきオンライン専用の
OFBankに転換

Tonik Digital Bank

シンガポールを拠点とする
Tonik Financialの子会社

2021年6月

◼ 「デジタルネイティブ」世代がターゲット
◼ 普通/定期預金のほか、特定の目的の

ための貯蓄スキーム等を提供
◼ ITセキュリティ技術の高さで高評価
◼ 地銀Tonik Bankは2020年1月に銀行

免許取得、デジタル銀行に転換

UNObank

シンガポールを拠点とする
DigibankAsiaが運営

2021年6月
◼ デジタルバンキング技術プロバイダー

のMambuおよびAmazon Web 
Serviceと提携

UnionDigital

地場UnionBankの子会社
2021年7月

◼ アボイティス財閥系、下位中所得層以
下がターゲット

GOtyme 2021年8月

◼ ゴゴンウェイ財閥とシンガポールを拠
点とするデジタル金融グループTyme
の合弁会社。傘下のTyme Bankは、
南アでデジタル金融サービスを展開

PayMaya 2021年9月

◼ Voyager Innovations子会社。十分な
金融サービスを受けていない消費者
や中小企業がターゲット

（資料）各種資料より国際通貨研究所作成

項目 内容

A
デジタル銀行
の定義

・デジタルプラットフォームや電子的なチャネルを通じて金
融商品やサービスを提供する銀行
・物理的な支店や出張所、ブランチライトユニットを持たな
い

B 最低資本金 10億ペソ

C 事業活動

コーポレートガバナンスやリスク管理（特に情報技術やサ
イバーセキュリティ、アウトソーシング、消費者保護、
AML/CFTなど）について、BSPが定めたプルデンシャル
規制を遵守する

D 物理的な拠点

・中銀や他の規制当局を含む利害関係者との主要な連絡
窓口として、フィリピン国内に主たる事務所または本社を
置く
・主たる事業所または本社には、経営陣やその他のサ
ポート業務のオフィスを置き、顧客からの苦情対応などを
行う
・銀行規定マニュアル（Manual of Regulations for 
Banks：MORB）に従い、キャッシュエージェントなど既存
の金融サービス提供者を活用して金融商品やサービスを
提供することも可能
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2.デジタル金融包摂に向けた動き

（5）デジタル銀行：インドネシア
◼ インドネシアにおけるデジタル銀行としては、地場のJenius（BTPN）とシンガポールを拠点とするDigibank（DBS）、TMRW

（UOB）が主要プレーヤー。いずれもミレニアル世代などの若年層をターゲット（Digibankは相対的に所得が高い若年層がター
ゲットとみられる）。

◼ Jeniusは利用手数料などのコスト競争面では劣後するものの、ターゲット層のニーズに合致したアプリ内のサービスの継続的
な拡充により、順調に顧客数が拡大中。他方、Digibankはブランドや信用力、コスト競争力などを背景に顧客数を急拡大させ
てきたが、厳格な本人確認手続き（オフライン）や預金金利の相対的低さなどから、直近は伸び悩みの動き。

◼ 2021年には、Bank Digital BCAのほか、テック系銀行Bank Jago（Gojekが出資）やフィンテックSeabank、LINE Bankなどの
参入が相次いでおり、競争は激化する方向。

インドネシアにおける主なデジタル銀行の概要

（資料）各種資料より国際通貨研究所作成 （注）Digibankの顧客数はインドを含む。

（資料）各社資料より国際通貨研究所作成

JeniusとDigibankの顧客数の推移

サービス名

（銀行名）

導入

時期

顧客数

（2020年）

手数料

（月額）
送金手

数料

預金

金利
備考

Jenius
（BTPN）

2016年 310万人
1万

ルピア

25回
まで
無料

4%
・自動車・住
宅等のローン
提供

Digibank
（DBS）

2017年
300万人
（インド
を含む）

無料 無料 3%

・投資・為替
取引

・口座開設時
の本人確認
がオフライン

TMRW
（UOB）

2020年
8月

35.5万人
（タイ

を含む）
無料 無料 4%

・GoPayなど

地場プレー
ヤーと積極的
に提携

（社）

（年）

0

50

100

150

200

250

300

350

2016 2017 2018 2019 2020

Jenius Digibank
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ASEANにおける主要銀行の中央銀行デジタル通貨の検討状況

取り組み・検討状況 当局の考え方

wCBDC rCBDC 基本スタンス・進捗 留意点（メリット・リスク等）

カンボジア -
●

（2020年
導入）

• 2020年10月、カンボジア国立銀行（中銀）が、決
済システム及びCBDC「バコン」の発行を開始

• 2021年8月、カンボジア-マレーシア（最大手行メ
イバンク）間で、バコンを活用したリアルタイム海
外送金サービス「MAE」を開始

 現地通貨リエルの利用拡大による脱ドル化、国内における決
済のコスト低下や効率性の向上、金融包摂の強化

◼ 支払サービス機関の乱立回避

シンガポール ● -

• 現時点でリテールCBDCの必要性は低いが、将
来、CBDCを発行する場合を想定し、金融・IT業
界と連携し、専門知識を蓄積する方針

• CBDCの技術を利用した他のデジタルマネー（民
間のステーブルコイン等）も併せて検討

 民間デジタル金融サービスのさらなるコスト低下、イノベー
ション促進

◼ 銀行システムの流動性や信用創造への負の影響
◼ プライバシー、マネーロンダリング、テロ資金調達、脱税等

→法律や規制・運用面での対応等によりリスクは管理可能

マレーシア ● -

• 現時点でCBDCを発行する計画はないが、将来、
CBDCを発行する場合を想定し、3段階で実証実
験を開始（①クロスボーダーホールセール（現在）、
②国内ホールセール、③国内リテール）

 決済効率の改善、民間セクターのイノベーション促進
◼ 中銀のオペレーションリスクやサイバーリスク増大、銀行シス

テムの仲介機能への悪影響
→国際的な協力・協調によりリスクは低減可能

タイ ● 〇

• wCDBCの研究開発に加えて、2021年初から
rCDBCの検討実施、プロトタイプのPoCに成功。
2022年に実証実験。すぐに導入計画はなし。

◼ （rCBDC）あらゆる層の人々が利用できること、エンドユー
ザーにコストを課さないこと、KYC等

◼ 金融政策の有効性や金融機関の流動性リスク等

インドネシア 〇 〇

• 2021年5月、「デジタルルピア」を立ち上げる方針
を公表、2022年中に概念設計を発表予定

 決済効率の向上、決済システムのイノベーション促進、金融
システムへのアクセス性向上等

◼ （wCBDC）プライバシー、決済の最終性、パフォーマンス
◼ （rCBDC）サイバーセキュリティ、技術的なリスク

フィリピン 〇 -
• 2022年にwCBDCの実証実験を実施。ただし、現

時点では導入計画なし
 金融包摂や決済システムのイノベーション促進
◼ プライバシー、サイバーセキュリティ、マネロン・テロ資金対策
◼ インターネット接続の不安定さ等の技術的な問題の影響

ベトナム - -
• ベトナム国家銀行（中銀）が2021年6月に公表した「2021年~2025年のデジタル・ガバメントに向けた電子政府開発

戦略」の中でブロックチェーン技術を活用した仮想通貨の研究開発・実証実験（2021年～2023年）を行う計画

（注）●は実証実験実施（含む稼働中）、〇は検討中。『留意点』の□はメリット、■は懸念事項・リスク等。

（資料）BIS[2022]等より国際通貨研究所作成

2.デジタル金融包摂に向けた動き

（6）中央銀行デジタル通貨（CBDC）の検討状況
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3.クロスボーダーの取り組み

（1）概要

2025年AEC金融統合に向けた戦略的行動計画（銀行・決済分野）

（資料）ASEAN事務局「ASEAN Economic Community 2025 Strategic Action Plans （SAP）for Financial Integration From 2016 - 2025」より国際通貨研究所作成

◼ ASEANでは、「2025年AEC金融統合に向けた戦略的行動計画（SAP）」 に基づき、域内の金融統合
や金融安定などに向けた当局間の協力や支援を推進。

◼ 2016年設立の「ASEAN金融包摂のための作業委員会（WC-FINC）」が各国の戦略・実施計画および
エコシステム強化のための支援、金融包摂と消費者保護に対する意識向上等のイニシアチブを推進。

最終目標 政策措置 2016～17年 2018～19年 2020～21年 2022～25年

ABIFの下での進捗のモ

ニタリングと報告に関する
ガイドライン

最低2件のABIF締結と最

低2行のQABs認証

・ガイドラインの策定
・基準となる域内指標の
決定（QABsを通じたクロ

スボーダー貿易・投資の
流れ、中小企業金融への
貢献等）

ガイドラインの実施 域内指標の進捗評価 ABIFレビュー実施

・ASEAN大口決済システム（Large Value Payment Systems: LVPS）
・ASEAN国内小口決済システム（Retail Payment Systems: RPS）

将来の域内接続促進に向けた決済システム（LVPSおよびRPS）の技術的側面の特定
域内の接続促進に向け、国内の決済システムに国際標準を採用

決済に関連する分野での資本市場の取り組みとの同期化

ASEAN決済シス

テムを安全、革
新的、競争力の
ある、効率的で
より相互接続さ
れたものにする

ASEAN域内の

二国間/多国間

での接続に向け
国内決済システ
ムに国際基準

（ISO20022等）

を導入

主要目標
各国の準備とビジネスのニーズに基づき二国間/多国間接続を進める

マイルストーン

ASEAN域内の

貿易・投資の促
進に関する適格

ASEAN銀行

（QABs）の役割

強化

ASEAN銀行統

合枠組み
（ABIF）の下での

合意締結

主要目標

ABIFのガイドラインに沿って最低2件の追加的な

QABs認証

マイルストーン

ABIFガイドラインに基づく最低2件の交渉開始
ABIFガイドラインに基づく最低2件の追加的な交渉を

開始
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ASEAN域内におけるクロスボーダー決済の連携状況

3.クロスボーダーの取り組み

（2）リテール即時決済システムの連携
◼ 近年、ASEAN域内におけるクロスボーダーのリテール即時決済システム（IPS）の連携で進展。

◼ 2021年4月、シンガポールとタイが両国のリテール送金システム（PayNow、PromptPay）の接続を開
始。域内各国によるQRコード決済の連携が相次ぐ。2022年内には、シンガポールのPawNowとインド
のUPI（Unified Payments Interface）の連携を行う計画。

◼ 2021年7月にBIS Innovation HubとMASは、インド決済公社（NPCI）の協力のもと、クロスボーダーの
IPS連携のためのブループリント「Nexus」を公表。各国のIPSの相互互換性を確保するための技術標
準やオペレーション上のガイドラインを制定。現在は試行段階に移行。

（注）網掛はQRコード決済の連携（薄ピンクは予定）、●はリアルタイム送金システムの接続（○は予定）。
（資料）各中銀資料より国際通貨研究所作成

（注）送金上限額および参加銀行は将来的には拡大の可能性あり。

（資料）シンガポール通貨庁（MAS）、タイ中央銀行（BOT）資料より国際通貨研究所作成

PayNowとPromptPay接続の概要

シンガポール タイ

機能の特徴
（メリット）

◼ 利便性：受信者の携帯電話番号を入力するだけで、クロスボー
ダーの送金が可能（24/7）

◼ スピード：数分（5分）以内に送金実行

◼ 低コスト：参加銀行が継続的に手数料を見直し、市場のベンチ
マークとする。手数料の透明化

送金上限額
（1日当たり）

1,000S$ THB25,000

参加銀行 1. DBS Bank (DBS)

2. Overseas-Chinese Banking 
Corporation (OCBC)

3. United Overseas Bank 
(UOB)

1. Bangkok Bank (BBL) 

2. Kasikornbank (KBANK)

3. Krung Thai Bank (KTB)

4. The Siam Commercial 
Bank (SCB)

SIN ID TH MY VN CAM LA PH MM BR

SIN 〇 ● 〇

ID 〇

TH ●

MY 〇

VN

CAM

LA

PH

MM

BR
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4.まとめ

◼ ASEAN主要国では、政府当局・中央銀行がデジタル金融サービスの推進に関
わる戦略を策定し、法制度や決済インフラの整備等を推進中。また、一部の国
の間では送金システムやQRコード決済の連携など、低コストでのクロスボー
ダーのリテール決済の実現を目指す動きが加速。

◼ 既存の金融機関によるモバイルバンキングやオンライン専用のデジタル銀行の
導入等を通じた金融サービスのデジタル化、フィンテックなどによるデジタル金
融サービスの提供に加えて、銀行とフィンテックによる連携の動きも活発化。シ
ンガポールのほか、マレーシア、フィリピンなどで、従来の銀行ライセンスに加え
て、新たにデジタル銀行のライセンスを導入する動きも相次いでいる。

◼ 顧客層に応じた多様な金融サービスの選択肢が広がることにより、金融包摂及
びユーザーにとっての利便性向上、低所得層を含むリテール金融市場拡大が期
待される。

◼ 一方、物理的インフラやデジタルリテラシーの欠如・不足等によりデジタル金融
サービスへアクセスができないこと（Digital exclusion）やデジタル化への対応が
困難な小規模金融機関の存在、プライバシーやサイバーセキュリティ、消費者保
護といった新たな問題やリスクを考慮する必要。
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Appendix 
A1. ASEAN諸国の主な金融包摂指標

ASEANにおける主な金融包摂指標

（注）1. 『人口』、『1人当たりGDP』、『民間部門向け信用』、『銀行支店・ATM台数』は2019年時点、ラオスの『銀行支店・ATM台数』は2018年時点。その他の指標は2017年時点。

ラオスの『民間部門向け信用』は、商業銀行貸出全体。

2. 『モバイル・ネットバンキング利用者』、『クレジットカード保有率』、『デビットカード保有率』は、15歳以上の人口に占める割合。

（資料）IMF、世界銀行統計より国際通貨研究所作成

シンガポール インドネシア タイ マレーシア フィリピン ベトナム ミャンマー カンボジア ラオス ブルネイ

5.7 266.9 69.6 32.6 107.3 96.5 52.8 16.5 7.2 0.5

65,234 4,197 7,807 11,193 3,512 3,416 1,299 1,620 2,661 29,314

120.8 37.8 143.4 120.9 48.0 137.9 25.7 114.2 45.5 35.7

8 16 11 10 9 4 6 8 3 18

59 53 115 45 29 26 7 23 26 74

156.4 127.5 186.2 139.6 154.8 141.2 113.8 129.9 60.8 128.6

88.9 47.7 66.7 84.2 70.7 68.7 33.1 40.5 25.5 95.0

2017年 97.9 48.9 81.6 85.3 34.5 30.8 26.0 21.7 29.1 86.3

2021年 97.5 51.8 95.6 88.4 51.4 n.a. 47.8 33.4 37.3 81.2

2017年 90.1 34.6 62.3 70.4 25.1 22.7 7.7 15.6 13.3 n.a.

2021年 94.8 37.2 92.0 79.3 43.5 n.a. 39.9 26.1 21.2 n.a.

48.7 7.7 17.4 32.6 7.0 9.2 1.1 5.9 1.6 n.a.

2017年 9.5 3.1 8.3 10.9 4.5 3.5 0.7 5.7 n.a. n.a.

2021年 30.6 9.3 60.0 28.0 21.7 n.a. 29.0 6.6 5.5 n.a.

41.7 1.6 22.6 7.9 8.1 4.1 2.0 0.2 1.0 n.a.

93.5 35.1 63.2 83.3 29.8 26.7 25.8 14.7 23.5 n.a.

モバイルマネー
アカウント保有率

（15歳以上、％）

ﾓﾊ   ･ﾈ  ﾊ  ｷ   利用率（％）

クレジットカード保有率（％）

デビットカード保有率（％）

ATM台数（成人10万人当たり）

携帯電話普及率（％）

インターネット普及率（％）

口座保有率
（15歳以上、％）

デジタル決済
利用者

（15歳以上、％）

人口（100万人）

1人当たりGDP（ドル）

民間部門向け信用（GDP比、％）

銀行支店数（成人10万人当たり）
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Appendix 
A2. ASEAN主要国の銀行拠点数

（注）主要行の経営指標は特段注記のない限り、連結ベース。
（資料）各国統計、各社ディスクロージャー資料より国際通貨研究所作成
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